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＜本文見出し＞ 

【韓国】転機に立つ文在寅外交─板門店会談で窮地救われる 神戸大学教授 木村 幹 

 

＜本文＞ 

 ２０１８年６月。シンガポールで史上初の米朝首脳会談が行われた。会談後の記者会見に

臨んだトランプ米大統領は、「本当に建設的な時間だった」とこの首脳会談を肯定的に振り

返り、両首脳のサインが入った共同声明書を、誇らしげにちらつかせた。そしてその瞬間は、

同年１月以降、北朝鮮との交渉に当たってきた韓国政府、とりわけ、この米朝首脳会談に至

るまでに２回の南北首脳会談を行い、セットアップに努めてきた文在寅大統領にとって、自

らの努力が実った瞬間だった。 

 しかし、それから１年が経過した今、文在寅外交は新たな段階にさしかかっている。 

 

  ◇米韓で事前に情報交換 

 

 今年２月末にハノイで行われた第２回米朝首脳会談が決裂に終わった後、明らかな停滞

状況に入っていた米朝両国間の協議に、新たな状況が生まれている。 

 言うまでもなく、大阪での２０カ国・地域首脳会議（Ｇ２０サミット）直後、南北両国を

分け隔てる軍事境界線上にある板門店で６月３０日に行われた米朝首脳会談と、それを受

けて開始が予告された新たなる米朝協議の始まりがそれである。 

 周知のように、Ｇ２０中にトランプ大統領自身が行ったツイッター上での「つぶやき」を

直接の契機として実現したこの米朝首脳会談の背景には、実はそれなりの周到な準備があ

ったともいわれている。 

 会談の前提となるトランプ大統領の韓国訪問が事前の入念な準備を基に行われたのはも

ちろんのこと、訪韓直前の６月２７日からは、米国務省のビーガン北朝鮮担当特別代表がソ

ウルに入り、韓国側との協議を詰めている。会談の場所の提供やセットアップは韓国政府が

行っており、どこまで韓国側に詳細が伝えられていたかは別にして、米朝首脳会談実現のた

めに米韓両国間に一定以上の情報交換が事前にあったことは明らかである。 

 そして、このようなアメリカの動きは、韓国にとって、もろ手を挙げて歓迎すべきものだ

った。なぜなら、今年２月の第２回米朝首脳会談の決裂後、北朝鮮との対話を自らの外交目

標の第１位に掲げる韓国政府は大きな窮地に陥っていたからである。 

 とりわけ、韓国政府にとって深刻だったのは、北朝鮮側の反応が非協力的であったことで

ある。例えば、文在寅が自ら行った南北首脳会談の呼び掛けは北朝鮮に黙殺され、韓国政府



が北朝鮮を対話へと導く「呼び水」的存在として位置付けている「開城工業団地」再開に向

けた提案にも、北朝鮮は積極的な反応を見せなかった。 

 韓国政府の働き掛けに大きな反応を見せなかったことは、もう一方の当事者であるアメ

リカ政府も同様であった。例えば、第２回米朝首脳会談後、４月にワシントンで行われた米

韓首脳会談では、両国首脳間の単独会談はわずか数分間の儀礼的なものにとどまったとい

われている。 

 そしてこのような中、韓国政府に追い打ちをかけるような北朝鮮をめぐる動きもあった。

Ｇ２０首脳会談直前の６月２１日から２２日に、習近平中国国家主席が初の北朝鮮訪問を

果たし、金正恩朝鮮労働党委員長と首脳会談を行ったことである。中国を介した新たなる米

朝交渉に向けての動きを、文在寅政権は大きな警戒の念を持って眺めていた。 

 

  ◇主導権を握りたい韓国 

 

 しかしながら、米朝首脳による電撃的な板門店での会合は、窮地に陥った文在寅政権に大

きな助け舟を出すものになった。この点を理解するには、そもそも文在寅外交がどのような

セットアップの下で行われているかを知る必要がある。そこでまずこの点について確認し

てみることにしよう。 

 文在寅政権の外交政策は、単純な構造を有している。この政権において最優先の課題とさ

れているのは、先に述べた北朝鮮との対話の実現であり、また対話による朝鮮半島における

融和的状態の創設である。 

 背景には、この政権が成立した２０１７年５月の段階では、核兵器と弾道ミサイルの実験

を繰り返す北朝鮮に対し、同年１月に成立したアメリカのトランプ政権が対峙する、という

緊迫した状況が存在したことがある。この段階では北朝鮮に対する強硬姿勢を主張するト

ランプ政権が北朝鮮に対して軍事介入するのではないか、という観測すら存在し、韓国世論

と政府は警戒を強めていた。 

 加えて政権自身の志向が存在した。周知のように、文在寅とこれを支える人々は、２００

３年から２００８年に存在した盧武鉉政権の流れを引く人々である。彼らは盧武鉉、さらに

はそれに先立つ金大中といった進歩派の大統領たちが成し遂げてきた、対話を基軸とする

北朝鮮に対する宥和政策へと、韓国を戻そうと試みている。 

 彼らは、２０１７年時点での北朝鮮をめぐる緊張状態は、李明博、朴槿恵と続いた保守政

権による北朝鮮に対する強硬政策の結果であると考えており、その残滓を清算するために

も北朝鮮に対する宥和政策への転換を必須だと考えている。 

 しかし、同時に彼らの対北朝鮮政策には、単に対話により融和的状態を創設する、という

以上の内容が存在していたことが重要である。例えば、第２回米朝首脳会談直前の今年２月

２５日、文在寅は次のように語っている。 

 



 <b>「（米朝首脳会談が成功し）北朝鮮経済が開放へと向かえば、周辺諸国と国際機関、

国際資本がその市場に参与することになるだろう。しかしながら、その過程でも、私たちは、

主導権を失ってはならない」</b> 

 

 ポイントは、文在寅政権にとって、北朝鮮との対話とその結果としての朝鮮半島の融和的

状態は、単にそれが形づくられるのみならず、それが当の朝鮮半島の住民である韓国人と韓

国政府の主導権によって形づくられなければならない存在だ、と理解されていることであ

る。言い換えるなら、いかなる宥和的な体制も、韓国の存在を抜きにしたものなら意味がな

い、というのである。北朝鮮との対話とそこにおける韓国の主導的役割。文在寅政権の外交

政策は、この二つの要素を軸としていて形成されている、と言える。 

 

  ◇北朝鮮へのアプローチ手段欠く 

 

 そしてこのような目的を実現するための文在寅政権の方策も明確である。文在寅政権の

理解では、北朝鮮との対話を実現するためにまずもって重要なのは、核兵器や弾道ミサイル

問題で鍵を握る韓国の同盟国、アメリカの同意を取り付けることである。 

 だからこそ、文在寅政権はその発足直後から、ワシントンへの活発な外交攻勢を行い、２

０１７年６月には「朝鮮半島の平和統一のための環境をつくり上げるに当たり、大韓民国が

主導的役割を果たすことを支持した」という一文を米韓首脳会談の共同声明文に盛り込む

ことに成功している。 

 文在寅政権の対北朝鮮政策の問題は、このように米朝交渉の一方の当事者であるアメリ

カに対して活発な働き掛けを行う一方、もう一つの当事者である北朝鮮への独自のアプロ

ーチの手段を欠くことだった。 

 だから文在寅政権にとって可能なのは、アメリカの支持を取り付けた後は、ひたすら北朝

鮮が動きだすのを待つことだった。２０１８年における文在寅政権の華々しい北朝鮮外交

の成果は、このようなアメリカに対する韓国のセットアップの上に、たまたま北朝鮮が実際

に動きだしたからに過ぎなかった、と言える。 

 このため文在寅政権の対北朝鮮政策は、構造上、二つの大きな弱点を有している。 

 第一は、一方の当事者である北朝鮮への働き掛けの手段を欠いている以上、北朝鮮自身が

交渉への意欲を失ってしまえば、手の打ちようがないことである。 

 ２０１８年に韓国が行えた外交的役割は、米朝交渉における北朝鮮側の意向をアメリカ

側に伝えることに過ぎず、故に、北朝鮮側が動きを止め、韓国側にメッセージが伝えなくな

れば、文在寅政権のできることがなくなるのは当然だった。今年４月の米韓首脳会談が儀礼

的訪問にとどまることとなったのも、結局は、文在寅がトランプに伝えるべき内容を何一つ

持たなかったからであり、故にトランプがこれに時間を割く必要を感じなかったのは当然

と言えた。 



 弱点の二つ目は、仮に北朝鮮がアメリカとの対話の意思を有していても、そのメッセージ

を韓国に託すとは限らないことである。つまり昨年の米朝交渉において韓国政府に役割が

あったのは、これまた、たまたま北朝鮮政府がアメリカとの交渉のためのメッセンジャー役

に韓国を「選んだ」からにすぎない。 

 だからこそ北朝鮮がメッセンジャーとしての韓国の役割に限界を感じ、自らのメッセー

ジを他国に託すようになれば、韓国は容易に役割を失うこととなる。そして独自の北朝鮮へ

の働き掛けの方策を欠いている以上、韓国には単独でこの状況を改善することは不可能で

ある。 

 

  ◇韓国は役割を維持できるか 

 

 そしてこれらの点を理解して初めて、今回の板門店における米朝首脳会談が文在寅政権

にとって、いかに大きな助け舟であったかが分かる。つまり明らかなのは、文在寅政権の外

交の限界は、巷間（こうかん）言われるような、北朝鮮との間をつなぐ「メッセンジャー」

としての韓国への期待が、アメリカにおいて低下したこと「それ自体」にあるのではない、

ということである。 

 北朝鮮問題をめぐる米韓両国の連携は、日本国内で指摘されるほどに悪いわけではなく、

そのことは板門店での米朝首脳会談の実現が如実に示している。。アメリカ政府にとって、

北朝鮮問題における韓国は「使用可能なコマ」の一つにしかすぎないから、逆に言えばだか

らこそ彼らには有用性が見いだされる限り、韓国を使わない理由は存在しない。にもかかわ

らず、一時期、米韓両国の連携がうまく行っていないように見えたのは、韓国政府がアメリ

カ政府から決定的に信頼を失ったからでも、彼らが北朝鮮の利益を過度に代表しているよ

うに見えたからでもない。 

 最大の問題はそれ以前に、韓国政府がアメリカに伝えるべき北朝鮮からの独自の情報を、

何も入手できなかったことに由来している。北朝鮮から有用な情報が取れるなら、アメリカ

は韓国を「有用なコマ」として尊重する。しかし、韓国がいかなる情報をも持たないなら、

アメリカが北朝鮮をめぐる問題で、韓国にことさらに配慮する必要はない、ということにな

る。 

 つまり、文在寅政権の対北朝鮮外交が壁に衝突していた最大の原因は、韓国とアメリカの

間の信頼関係にではなく、韓国と北朝鮮の間のコミュニケーションの欠如にあった、と言え

る。だからこそ、トランプ米大統領が － それが本当にツイッターであったかはともかく 

－ 自らの力で金正恩委員長を板門店まで呼び出すことに成功した点は、文在寅政権にとっ

て大きな意味を有している。なぜなら、北朝鮮を動かすこと、それ自体が「韓国政府にでき

ないこと」であったからである。 

 しかも、アメリカ政府は北朝鮮との交渉の場として今回、北京でもワシントンでもなく、

板門店を選択した。米朝の交渉が韓国で行われるなら、韓国政府は事前調整にも参加できる



し、一定以上の情報をも得ることができる。韓国軍が管理する板門店での会議は、その内容

が韓国政府に筒抜けであることは、周知の事実だからである。その意味で文在寅政権は、「主

導権」とは程遠いものの、北朝鮮問題をめぐる交渉における「一当事者」としての地位に辛

くもとどまることはできたと言える。 

 とはいえ、それは今後の文在寅政権の立場が安泰であることを意味していない。今回の米

朝首脳会談が示したのは、同時に、必要であれば米朝はいつでも首脳レベルでの交渉を行え

る、ということであり、今後も韓国がこの交渉において一定の役割を与えられるとは限らな

い。変化する状況の中、自らの現在の役割を維持することができるのか。そしてその役割を

維持するためにどのようなアイデアや情報を米朝両国に提供することができるのか。それ

とも韓国はそのまま役割を縮小させ、「観客席」へと押しやられてしまうのか。文在寅の手

腕が問われることになりそうだ。（一部敬称略） 
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